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１．はじめに
財政健全化や少子高齢化，及び経済のグローバル化等から生じる問題を解
決するために，日本政府が必要とする税収の増加は莫大な金額である。その
一方で，震災の影響や景気の低迷で自然増収の期待が出来なくなり，確実に
税収を安定的に徴収できる消費税に求められる役割は大きいであろう。それ
ゆえ，消費税率の引き上げる際に必ず議論される逆進性とその緩和策をいか
に講じるかが，政府当局にとって今後大きな課題となる。
これまで消費税の逆進性緩和策としては非課税措置が中心であったが，平
成２９年度以降は食料品に対する軽減税率の設定が導入される。EU諸国では
既に食料品に対して軽減税率が適用されているものの，付加価値税の税収が
大幅に減少したり，課税の中立性が損なわれたりする等の問題点を残してい
る。また，EU諸国においてはインボイスに基づく税額控除が行われている
が，日本の消費税制度では帳簿方式に基づく税額控除を基本としており，技
術的な課題も残している。それ以外に中曽根内閣で提案されたものの，挫折
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に追い込まれた売上税はインボイス方式による税額控除を基本としていた
が，生活必需品に関する線引きが曖昧であり，政治的にも様々なロビー運動
が起こったという歴史的教訓もある。それゆえ，食料品に対する軽減税率の
設定は高所得者層にも便益が及ぶという問題だけでなく，それ以外にも様々
な観点から批判を受けることが多い。
その一方で，近年の税制改革で「税と社会保障の一体改革」が声高に叫ば
れる状況下において，低所得者層を対象とする限定給付の税額控除は所得格
差の是正に大きく貢献する。納税者番号制度が導入され，今後租税のインフ
ラ整備が急速に進めば，給付付き税額控除がより現実的な所得再分配政策と
考えられる。ただ実際には，納税者番号制度が未だ完全に普及しているとは
言えず，一般的な政策手段として利用するには長い年月が必要となろう。し
たがって，消費税率の１０％ 引き上げが直近に迫っている今日において，所
得階層に関係なく一律の給付を行う税額控除も検討の余地がある。一律の給
付付き税額控除は，ばら撒き型の減税として批判されていたものの，理論的
及び実証的に消費税の逆進性を緩和させると考える先行研究も多い。
このように消費税の逆進性緩和策には様々な政策手段が考えられるが，一
般的には消費税の逆進性を議論する場合，各所得階層における消費税の負担
格差をいかなる指標で測るかという準備段階の作業を必要とする。これまで
平均税率や限界税率の比較という簡易な計算で消費税の逆進性を分析した研
究には，林［１９９２］，林［１９９５］，跡田［２０００］，八塩・長谷川［２００８］，橋本［２０１０］，
田代［２０１４ab］等がある。それに対して，簡易計算ではなく産業連関表に基
づく価格転嫁を推計した後で，消費税の負担格差を分析した研究には本間・
跡田［１９８９］，静岡大学税制研究チーム［１９９０］，橋本［２０００］等がある。それ以
外に，需要関数の推計から価格転嫁を明らかにした後で，消費税の負担格差
を分析した研究には上村［２００１］，朴［２０１０］等がある。ただ，これらの研究で
は消費税の負担格差が定量的にどの程度であるかについては曖昧であったよ
うに思える。正確な格差を計測するためには，ジニ係数やタイル尺度等の格
差指標を利用しなければならない。
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一般的に格差を測る指標としてはジニ係数，タイル尺度等が挙げられる。
ジニ係数は格差の発生要因を明らかにするうえで困難な作業が伴うものの，
サンプルの大小に左右されず格差を正確に測ることが出来る。逆に，タイル
尺度は容易に格差の発生要因を明らかにすることが出来るものの，サンプル
の大小で分析結果が左右されてしまうという問題を抱えている。これまでタ
イル尺度を使った研究として，高村［２００５］，望月・深江・野村［２０１１］，齋藤
［２０１４］等が挙げられるが，これらの研究では所得税や地方税を分析対象にし
ている。それに対して，本稿では消費税を考慮に入れて分析を行っており，
ジニ係数の計測に基づく逆進性の度合いを測るだけでなく，その緩和効果に
ついても計測している。
本稿の構成は以下のようなものである。第２章では，消費税導入以降にお
ける所得格差の変化をジニ係数の計測に基づき議論している。第３章では，
ジニ係数の計測に基づく非課税措置の逆進性緩和効果を分析している。第４
章では，食料品に軽減税率を適用したことによる消費税の逆進性緩和効果を
分析した。第５章では，給付付き税額控除による消費税逆進性の緩和効果を
分析した。おわりにでは全体のまとめと若干の政策提言を行っている。
２．消費税導入以降における所得格差の変化
一般的に，所得格差の計測指標として変動係数，ジニ計数，タイル尺度等
が挙げられる。ただ，変動係数は単なる標準偏差と平均の比率を取った値で
あり，単なるデータのばらつきを示したものであると同時に，結果が異常値
に左右されてしまう。ジニ係数やタイル尺度は相対的な格差の指標であり，
所得格差を正確に把握することが出来る。ジニ係数はサンプル数の影響を受
けずに所得格差を測ることが出来るが，その格差要因を計測するためには面
倒な作業を施さなければならない。タイル尺度は格差要因を容易に測ること
が出来るものの，結果がサンプルの大小に左右されてしまう。ここでは所得
格差の時系列推移を考えており，各年で分析対象となる家計の数が異なる可
能性があるため，ジニ係数の計測に焦点を当てた。
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ジニ係数は所得のすべての対を対称的に取り，その差の絶対値の総計を所
得で除したもので所得分配の不平等を測るものである。したがって，ある所
得分配となるx＝（x１，x２，……，xn）を（１）式のように定義する１）。本分析は
『家計調査年報（平成元年から２６年）』にある勤労者世帯の所得十分位階級
別からデータを集めている。そのため，（１）（２）式で考えられるnの数は１０と
なる。
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さらに，理論的に（１）式から（２）式のように展開され計算される２）。




 

（２）
これまでジニ係数を利用して所得格差を計測した研究は種々あるが，所得
税の影響を考慮してジニ係数を計測した研究例には望月・深江・野村
［２０１０］，金田［２０１３］等が挙げられる。また，地方税としての住民税を考慮し
てジニ係数を計測した研究例としては高林［２００５］，望月・深江・野村［２０１０］
等が挙げられる。それ以外に，資産格差をジニ係数により測った研究例とし
ては，下野［１９９１］等が挙げられる３）。
ここでは『家計調査年報（平成元年～２６年）』のデータに基づき，勤労者
世帯における所得十分位階級別の実収入と可処分所得のジニ係数を時系列で
計測する。実収入と可処分所得の違いは，実収入には所得税と住民税，及び
社会保険料が含まれているが，可処分所得にはこれらが含まれていない。表
１には実収入と可処分所得に関するジニ係数の時系列的変化がまとめてあ
る。
１）青木［１９７９］，９４-９６頁。望月・深江・野村［２０１０］，６６頁。
２）Kimura［１９９４］，pp．８３-９７．
３）それ以外に，山口［２００９］では税務統計を利用して民間給与や申告所得の格差をジ
ニ係数で計測している。
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平成元年 平成２年 平成３年 平成４年 平成５年 平成６年 平成７年
実収入 ０．２０４４６３ ０．２０１００１ ０．２０７１８９ ０．１９９５８１ ０．１９６２６３ ０．１９８６２７ ０．１９４９６５
可処分所得 ０．１８６６４９ ０．１８１５３ ０．１８８０９１ ０．１７８５６２ ０．１７６５０８ ０．１８１６１４ ０．１７８６３８
平成８年 平成９年 平成１０年 平成１１年 平成１２年 平成１３年 平成１４年
実収入 ０．２０１３３６ ０．２０５３４２ ０．２０５２４４ ０．２００００５ ０．２０３９０５ ０．２０６７３７ ０．２１３６４３
可処分所得 ０．１８４０４８ ０．１８６６９４ ０．１８６６５２ ０．１８４０２ ０．１８８０７９ ０．１９１３０５ ０．１９７９０１
平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年
実収入 ０．２０６５８０ ０．２０７３７７ ０．２４０８５ ０．２４４９３１ ０．２３７２６１ ０．２３２９６４ ０．２３９９４６
可処分所得 ０．１９０４６２ ０．１９０８３８ ０．２２５６２５ ０．２２７６７１ ０．２２００８９ ０．２１４８２６ ０．２２１６５３
平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年
実収入 ０．２３３７７０ ０．２３５４４２ ０．２２９６７５ ０．２３２７２１ ０．２３８８５３
可処分所得 ０．２１６２０４ ０．２１７０９３ ０．２１１１１６ ０．２１５１６７ ０．２１９５１６
表１ 実収入と可処分所得に関するジニ係数の時系列的変化
出所：総務省統計局編『家計調査年報（平成元年～２６年）』より作成。
消費税導入当時の平成元年に比べると，平成２６年では実収入と可処分所
得のジニ係数が大きく，所得格差が拡大していると言える。また，所得課税
の累進性があることから各年で実収入に比べると，可処分所得の方がジニ係
数は小さい。平成３年バブル景気が終わったことで，可処分所得のジニ係数
が０．１８８０９１から０．１７８５６２へと小さくなっている。それ以降，平成５年まで
は所得格差が縮小傾向にあった。
また，平成９年消費税率が３％ から５％ に引き上げられた頃は，実収入と
可処分所得のジニ係数もそれぞれ大きくなっており，所得格差は拡大傾向に
あった。それに対して，平成２４年消費税率が５％ から８％ に引き上げられ
た時期は，実収入と可処分所得のジニ係数が前年に比べて小さくなってお
り，所得格差が縮小傾向にあったと言える。したがって，第一段階の消費税
率引き上げは所得格差拡大傾向にある税率の引き上げであったと言える。
ただ，第二段階の消費税率引き上げについては，所得格差が縮小傾向に
あったにもかかわらず，消費税率を引き上げたことになる。さらに，日本の
経済成長と関連させて所得格差の変化を考えてみても，バブル崩壊以降の所
得格差縮小局面に比べれば，平成２４年の消費税率引き上げ以降は所得格差
の拡大が著しい。平成２４年に比べたら平成２６年では実収入のジニ係数が
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０．２２９６７５から０．２３８８５３と大きくなっており，その一方で可処分所得のジニ
係数は０．２１１１１６から０．２１９５１６へと大きくなっている。
さらに，平成元年以降の所得税改革として平成７年，１０年，１９年等が挙
げられる。平成７年の税制改革では所得税率が５段階で変化がなかったもの
の，３％ の限界税率に直面する世帯は所得１０００万円から１８００万円に引き下
げられた。それ以降，４０％ の限界税率は所得２０００万円の世帯から３０００万
円の世帯に引き上げられ，５０％ の最高税率が適用される世帯は所得２０００万
円超の世帯から３０００万円超の世帯に引き上げられている。
その後，平成１０年の所得税改革では税率が５段階から４段階へと減少し
ており，１０％，２０％，３０％ の限界税率に直面する世帯に変化はなかったが，
最高税率は３７％ まで引き下げられた。平成１０年の所得税改革は減税政策で
あり，所得税の累進性が弱まっていることから実収入と可処分所得のジニ係
数差額が平 成９年 で０．０１８６４８で あ っ た が，平 成１０年 で は そ の 値 が
０．０１８５９２となっている４）。
平成１９年では所得税率が再び４段階から５段階に戻っている。この改革
では５％ の最低税率が所得１９５万円以下の世帯に適用されるだけでな
く，２３％，３３％，４０％ の新たな所得税率が導入された。具体的には，２０％
の限界税率は所得６９５万円の世帯に適用され，２３％ の限界税率は所得９００
万円の世帯に適用されている。したがって，平成１０年の所得税改革は所得
１８００万円超の高所得者世帯に対する減税政策であった。その一方で，平成
１９年の所得税改革は１９５万円以下の低所得者世帯にとっては減税であった
ものの，所得６９５万円以上の世帯には増税であった。平成１９年の所得税改
革をジニ係数の計測結果から評価してみると，平成１８年における実収入と
可処分所得のジニ係数差額は０．０１７２６となる一方で，平成１９年にはその値
が０．０１７１７２となっており，所得税の累進性は強まっている。
４）ただ，平成１４年から１６年まではデータの制約から，二人以上の勤労者世帯だけ
を分析対象にしており，ジニ係数の値は大きく変化している。
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３．ジニ係数の計測に基づく非課税措置の逆進性緩和効果
前章まで消費課税を考慮に入れずに所得格差を議論してきたが，この章で
は消費課税を考慮に入れて所得格差を議論してみよう。消費税は短期的な所
得で考えたケインズ型消費関数を想定した場合，平均消費性向が所得の増加
とともに低下することから，消費税は逆進的となる。したがって，政府当局
は消費税の負担が逆進的となる以上，低所得者の税負担を緩和させる措置を
講じなければならない。
消費税の逆進性緩和策は消費税制度の枠内で逆進性を緩和する方法，すな
わち非課税措置や軽減税率の設定と枠外で逆進性を緩和する方法，すなわち
税と社会保障を一体化した給付付き税額控除とに分かれる。平成元年消費税
が導入された当初は社会政策的な配慮から，医療と教育の一部に非課税措置
が施されていた。平成３年１０月になると非課税品目の範囲が拡大され，家
賃地代も非課税となっている。したがって，消費税制度の枠内で逆進性を緩
和する方法として，日本では非課税措置のみを採用してきたことになる。表
２には各所得階層における非課税品目割合の時系列的変化がまとめてある。
平成元年と２年は家賃地代が非課税品目に含まれておらず，その割合が小
さくなっている。また，所得第Ⅰ分位に比べて第Ⅹ分位の方が非課税品目の
割合が大きく，高所得者層に有利となっている。したがって，非課税措置は
消費税の逆進性を緩和するものではなく，むしろ拡大させるものであったと
考えられる。
平成３年になると家賃地代が非課税品目に含まれることで，前年に比べる
と第Ⅰ分位の非課税品目割合が大きくなる一方で，第Ⅹ分位のそれはあまり
変化していなかった。そのため，消費税の非課税措置が逆進性を緩和させる
政策として有効に機能している。とりわけ，消費税率が３％ から５％ に引き
上げられた平成９年度では，非課税措置の逆進性緩和は大きかった。平成９
年においては第Ⅰ分位の非課税品目割合が１７．９１％ であるのに対して，第Ⅹ
分位のそれは８．１９％ であり，９．７２％ ポイントも差があったためであると思
われる。
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また，同じように平成２４年消費税率が５％ から８％ に引き上げられた際
にも，非課税措置の逆進性緩和効果は強く働いていたものと思われる。税率
が引き上げられる前の平成２３年では第Ⅰ分位と第Ⅹ分位の非課税品目割合
の差が４．４１％ ポイント（２１．２３％-１６．８２％）であったのに対して，平成２４
年ではそれが７．０８％ ポイント（１９．６８％-１２．６０％）となっている。
このように社会政策的な観点から，医療や教育等が中心であった平成元年
と２年の非課税措置は消費税の逆進性を緩和させるのではなく，所得格差を
拡大させるような形で機能させるものであった。ただ非課税品目に家賃地代
が含まれるようになると，非課税措置は低所得者層に有利に働くようにな
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ
平成元年 ６．４６ ６．５２ ６．７３ ７．１７ ７．４４ ７．７５ ７．５８ ７．３３ ８．１５ ７．７３
２ ６．５９ ６．４８ ６．８０ ７．３３ ７．１５ ８．２４ ７．７２ ８．５９ ８．３４ ８．０３
３ １５．２０ １２．６１ １２．９６ １１．８７ １２．３０ １０．６４ １０．３９ ９．８３ ９．８６ ９．００
４ １４．７２ １４．５０ １３．９１ １２．７４ １１．９２ １２．５６ １０．８６ １０．５２ １０．４２ ９．４３
５ １５．３８ １４．９１ １３．３６ １１．９８ １３．０３ １２．２５ １１．６０ １０．６４ １０．３９ ９．５２
６ １７．３８ １５．５８ １４．４８ １３．５８ １３．２９ １１．７４ １２．１０ １１．６４ １０．９７ ９．７５
７ １７．３５ １５．４３ １５．０２ １３．１９ １３．０７ １２．２８ １１．８２ １１．１６ １１．４９ ８．９６
８ １７．５９ １５．５３ １４．５０ １４．１３ １２．８４ １２．７２ １２．４６ １０．９９ １１．６５ ９．２６
９ １７．９１ １５．８６ １３．８９ １３．１４ １２．３７ １１．０２ １０．７０ ９．４０ ９．１８ ８．１９
１０ １７．４０ １７．３０ １５．１８ １４．２１ １４．３２ １３．０５ １２．３２ １０．７５ １０．４３ ９．００
１１ １８．２２ １７．６０ １５．５５ １５．３６ １３．８１ １２．９７ １１．８０ １１．６８ １０．４７ ８．９０
１２ １７．７２ １６．５６ １４．６５ １４．５２ １３．８３ １３．２２ １２．６２ １２．５１ １１．３９ ９．５０
１３ １８．１５ １５．８９ １５．７０ １５．３３ １３．６１ １２．５２ １２．８１ １２．２４ １０．８８ ９．２６
１４ １７．６６ １６．９５ １４．８８ １４．２２ １３．０５ １２．８４ １２．９４ １１．６９ １０．６５ ９．７５
１５ １７．６１ １６．５０ １５．６６ １５．９２ １３．４３ １４．３６ １３．００ １３．１２ １１．５８ １０．５１
１６ １７．２５ １６．１４ １４．９４ １４．７２ １５．１０ １４．８２ １３．２９ １３．０１ １３．５５ １１．０６
１７ １９．６３ １７．７５ １７．５０ １６．００ １４．２７ １３．１１ １２．４３ １１．３４ １０．２６ ８．６５
１８ ２１．０８ １８．３７ １７．６８ １６．５７ １５．０３ １３．３３ １３．１０ １３．４５ １３．９１ １１．６４
１９ ２０．０４ １７．６１ １６．２３ １５．３１ １４．６６ １４．１８ １２．９５ １２．９８ １４．０６ １１．６７
２０ ２１．４１ １８．２０ １６．７７ １５．９２ １４．２１ １３．５８ １２．６０ １２．９６ １３．２７ １１．５９
２１ ２０．５３ １６．９３ １６．５２ １４．６８ １５．２２ １５．２０ １３．４４ １３．７７ １４．１９ １２．３１
２２ １７．２２ １８．４０ １８．００ １５．０９ １４．６９ １４．６３ １４．２４ １２．７１ １２．６３ １１．９３
２３ ２１．２３ １８．７５ ２５．１３ ２２．７８ ２０．９２ ２０．７６ １９．２１ １８．６５ １７．５２ １６．８２
２４ １９．６８ １７．５２ １７．１４ １５．０８ １４．１３ １５．０１ １４．２２ １３．５２ １３．１７ １２．６０
２５ ２４．６３ ２０．５１ １９．１８ １６．４９ １６．２９ １４．３５ １３．３６ １１．９５ １０．７９ ９．０５
２６ ２１．４０ １９．１５ １６．３４ １３．９３ １３．９７ １３．２０ １３．８１ １３．１７ １３．４０ １２．２４
単位：％表２ 各所得階層における非課税品目割合の時系列的変化
出所：総務省統計局編『家計調査年報（平成元年～２６年）』より作成。
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り，消費税の逆進性を緩和させるような形で機能していた。
また，平均消費性向が短期において所得の上昇とともに低下するものであ
れば，食料品にゼロ税率を適用することも消費税の逆進性緩和させるものと
考えられる。実際，イギリスでは食料品に対して，非課税措置ではなくゼロ
税率を適用している。非課税措置とゼロ税率の違いについて考えてみると，
非課税措置を採用した場合，前段階で負担した消費税額については価格転嫁
が行われるため，消費税負担の一部を消費者は支払わなければならない。そ
れに対して，食料品にゼロ税率が適用されると，消費者価格に転嫁される税
額はゼロであるため，消費者の税負担は無くなる５）。
ここでは非課税措置と食料品ゼロ税率の逆進性緩和効果を比較するため，
全ての消費支出を課税ベースにしたケース，現行の非課税品目を考慮した
ケース，さらに食料品にゼロ税率を適用したケースを想定して，各所得にお
ける消費税課税後所得のジニ係数を計測した。その結果は表３にまとめてあ
り，データは『家計調査年報（平成元年～２６年）』にある勤労者世帯の所得
五分位十分位階級別から集めた。
平成元年と２年においては非課税品目に教育と医療しか含まれていないこ
とから，ジニ係数が変化していないか，あるいは逆に大きくなっている。す
なわち，教育や医療に関する支出割合が低所得者層に比べて高所得者層に多
いことから，非課税措置は所得格差を拡大させる形で働いていると考えられ
る。
平成３年家賃地代を非課税品目に含めることで，ジニ係数は消費税課税後
の０．１８８８１から非課税品目消費税課税後所得では０．１８８５３と小さくなってい
る。したがって，家賃地代に関する支出が低所得者層で多いことから，非課
税措置は消費税の逆進性緩和に貢献していたと言える。さらに，平成９年消
費税率が３％ から５％ に引き上げられると，非課税措置の逆進性緩和効果は
強まった。その理由は，消費税率が引き上げられる前の平成８年では非課税
５）これに関して，具体的な数値例を用いて説明した研究例には知念［１９９５：８-１３
頁］，森信［２００７：１４７-１５３頁］等がある。
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措置によりジニ係数が０．１８４７２から０．１８４３８しか変化していなかったが，平
成９年ではその値が０．１８７８０から０．１８６９６へとかなり小さくなっているため
である。もっとも，平成２６年に消費税率８％に引き上げられた際には，非
課税措置の逆進性緩和効果は前年に比べて少し弱まっている。また，消費税
率が８％に引き上げられる前の平成２３年では，ジニ係数が０．０００３８も小さ
くなっていたが，８％に引き上げられた平成２６年では，その値が０．０００３５
しか小さくなっていない。
それに対して，食料品にゼロ税率が適用された場合の消費税逆進性緩和効
果を考えてみよう。イギリスでは食料品に対してゼロ税率を適用してから，
低所得者の消費税負担緩和を積極的に行っている。非課税措置の場合，前段
階の事業者が課税業者であることで，消費者が税額の一部を負担しなければ
ならない。その一方で，食料品にゼロ税率が適用されると，前段階の事業者
が課税業者であっても，ゼロの税率で課税されることから，消費者が税を負
担する必要がなくなる。具体的には，平成３年以降どの年においても非課税
平成元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年
消費税課税後所得 ０．１８７３６ ０．１８２１５ ０．１８８８１ ０．１７９１３ ０．１７７０２ ０．１８２３２ ０．１７９３２
非課税品目消費税課税後所得 ０．１８７３６ ０．１８２１７ ０．１８８５３ ０．１７８８５ ０．１７６７５ ０．１８１９８ ０．１７８９７
食料品ゼロ税率 ０．１８６８４ ０．１８１６７ ０．１８８０２ ０．１７８３８ ０．１７６２９ ０．１８１５３ ０．１７８５７
８年 ９年 １０年 １１年 １２年 １３年 １４年
消費税課税後所得 ０．１８４７２ ０．１８７８０ ０．１８７６５ ０．１８５０５ ０．１８９３５ ０．１９２６４ ０．１９８７１
非課税品目消費税課税後所得 ０．１８４３８ ０．１８６９６ ０．１８６８６ ０．１８４２３ ０．１８８４８ ０．１９１７１ ０．１９８３３
食料品ゼロ税率 ０．１８３９９ ０．１８６５６ ０．１８６４５ ０．１８３８５ ０．１８８０７ ０．１９１３０ ０．１９７９１
１５年 １６年 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年
消費税課税後所得 ０．１９１２７ ０．１９１６３ ０．２２６５１ ０．２２８３６ ０．２２０８６ ０．２１５６６ ０．２２２４７
非課税品目消費税課税後所得 ０．１９０９１ ０．１９１３２ ０．２２６００ ０．２２７９９ ０．２２０５１ ０．２１５２６ ０．２２２１４
食料品ゼロ税率 ０．１９０４９ ０．１９０９２ ０．２２５６１ ０．２２７６３ ０．２２０１４ ０．２１４９２ ０．２２１７９
２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年
消費税課税後所得 ０．２１６８８ ０．２１７９１ ０．２１１７９ ０．２１５８７ ０．２２０２８
非課税品目消費税課税後所得 ０．２１６５５ ０．２１７５３ ０．２１１４８ ０．２１５２６ ０．２１９９３
食料品ゼロ税率 ０．２１６１７ ０．２１７１５ ０．２１１１３ ０．２１４９０ ０．２１９５５
表３ 非課税措置と食料品ゼロ税率の逆進性緩和効果
注）消費税課税後所得は消費支出全てを課税ベースにしている。現行の消費税課税後所得を
消費支出から非課税品目を除いて消費税額を計算している。食料品ゼロ税率は非課税品
目を除いただけでなく，食料品にゼロ税率を適用して消費税額を計算している。
出所：総務省統計局編『家計調査年報（平成元年～２６年）』より作成。
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措置は施されることで，ジニ係数の値を０．０００３程度しか小さくしていない
が，食料品にゼロ税率が適用されると，０．０００５程度もジニ係数の値を小さ
くしている。
４．食料品に軽減税率を適用したことによる消費税の逆進性緩和効果
EU諸国ではインボイス発行による税額控除を行っているため，食料品に
対する軽減税率の採用を可能にしている。日本では中曽根内閣で提案された
売上税で食料品に対する軽減税率の適用が提案されているものの，事業者の
事務負担を軽減する観点から帳簿方式による税額控除が行われてきた。した
がって，EU諸国の付加価値税に比べて前段階税額控除に対する制度が洗練
されておらず，食料品に対する軽減税率の設定が見送られてきた。
しかし，平成２９年４月１日から消費税率１０％ の引き上げと同時に，軽減
税率８％ の適用が制度化される予定となっている。具体的な軽減税率対象品
目は，外食や酒類を除く飲食料品や定期購読である週２回以上発行される新
聞である。日本の消費税制度は非課税措置以外の新たな逆進性緩和策が講じ
られることになる。また，食料品に軽減税率を適用するには，日本の帳簿方
式による税額控除をインボイス方式に変えなければならないという実務的な
問題もある。それ以外に，課税の中立性が損なわれる，軽減税率を設ける品
目の線引きが難しい等の問題もある。
これまで食料品に軽減税率を設定することの逆進性緩和効果を検証した研
究例として，上村［２００６］，静岡大学税制研究チーム［１９９０］，田代［２０１４b］，
八塩・長谷川［２０００８］，橋本・上村［１９９７］，橋本［２０１０］，橋本・鈴木［２０１２］
等が挙げられよう６）。ただ，先行研究で出された結果の多くが逆進性緩和効
果としては，食料品に軽減税率を設定するより低所得者層のみを対象にした
給付付き税額控除の方が優れているという結論が出されている。高所得者層
６）静岡大学税制研究チーム［１９９０］，田代［２０１４b］，八塩・長谷川［２０００８］，橋本
［２０１０］，橋本・鈴木［２０１２］等は平均税率の比較に基づき，軽減税率設定の緩和効
果を分析している。また，橋本・上村［１９９７］，村澤・湯田・岩本［２００５］では理論
的なモデルに基づくシミュレーション分析を行っている。
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ 消費税収額 ジニ係数
可処分所得 １７２８４９ ２２５８６６ ２５６４３６ ３１１８５３ ３３７８５０ ３７５６２２ ４３０２２８ ４７２９７０ ５３７７１０ ６９７９０１ ０．２１９５１６
消費支出 １１１１９２ １４９６６９ １７０８２１ ２０９９６８ ２２３５８０ ２４０３４２ ２６６６０３ ３０１４３８ ３１９０２６ ４１４０１１
１０％ 消費税負担額 １０２９６ １３８５８ １５８１７ １９４４１ ２０７０２ ２２２５４ ２４６８５ ２７９１１ ２９５３９ ３８３３４ ２２２８３８
１０％ 消費税負担率 ５．９６％ ６．１４％ ６．１７％ ６．２３％ ６．１３％ ５．９２％ ５．７４％ ５．９０％ ５．４９％ ５．４９％ ０．２２０８８７
食料 ３６２２４ ４６２１３ ５１２７９ ５７６９６ ６１１７２ ６６９５２ ７０６４１ ７５７２６ ８１４８７ ９１３５６
酒類 １８１０ ２０６７ ２４４７ ２９６７ ２６５６ ３４５９ ２８６３ ３４１３ ３５７４ ３９８５
外食 ８４４７ １２７０３ １３２９５ １３３３２ １４６８８ １７００７ １５９２６ １８８１７ ２１５８７ ２２５２０
食料－酒－外食 ２５９６７ ３１４４３ ３５５３７ ４１３９７ ４３８２８ ４６４８６ ５１８５２ ５３４９６ ５６３２６ ６４８５１
軽減品目の税額 １９２３ ２３２９ ２６３２ ３０６６ ３２４７ ３４４３ ３８４１ ３９６３ ４１７２ ４８０４
消費支出－（食料－酒－外食） ８５２２５ １１８２２６ １３５２８４ １６８５７１ １７９７５２ １９３８５６ ２１４７５１ ２４７９４２ ２６２７００ ３４９１６０
軽減品目を考慮した
１０％ 消費税額（税収中立） １０１７８ １３７８０ １５７３５ １９３９３ ２０６５６ ２２２１９ ２４６４０ ２７９７６ ２９６１５ ３８６２１ ２２２８１２
軽減品目を考慮した
１０％ 消費税負担率（税収中立）５．８９％ ６．１０％ ６．１４％ ６．２２％ ６．１１％ ５．９２％ ５．７３％ ５．９２％ ５．５１％ ５．５３％ ０．２２０７３３
将来的な消費税制度による
消費税負担額 ９８１５ １３２７６ １５１５９ １８６７５ １９８９０ ２１３９３ ２３７２５ ２６９２０ ２８４９６ ３７１３３ ２１４４８３
将来的な消費税制度による
消費税負担率 ５．６８％ ５．８８％ ５．９１％ ５．９９％ ５．８９％ ５．７０％ ５．５１％ ５．６９％ ５．３０％ ５．３２％ ０．２２０７０８
表４ 食料品軽減税率設定による消費税の逆進性緩和効果
出所：総務省統計局編『家計調査年報（平成２６年）』より作成。
も食料品を消費することから，食料品に対する軽減税率の設定は逆進性緩和
効果が弱いものと考えられる。
ここでは消費税率が１０％ に引き上げられたケースを想定して，外食と酒
類を除いた食料品にのみ８％ の現行消費税率を適用した場合の逆進性緩和策
をジニ係数で分析する。食料品に対する軽減税率の設定は税収中立を考慮し
たケースとしないケースとに分けて分析している。それ以外に，同一の税収
を得る場合を想定して，食料品に軽減税率を設定したケースと一律の給付付
き税額控除を行ったケースとで，どちらが消費税の逆進性緩和に有効である
のかも分析している。分析結果は表４にまとめてある。
可処分所得で考えるとジニ係数は０．２１９５１６であったが，１０％ の消費税が
課税されることで，その値は０．２２０８８７まで大きくなり所得格差が拡大する。
ただその一方で，１０％ の消費税率で税収が２２２，８３８円だけ得られることに
なる。それに対して，酒類や外食を除く食料品に対して８％ の軽減税率を適
用した場合，標準税率が１０．４６％ であるならば，消費税収が２２２，８１２円とな
４４ 桃山学院大学経済経営論集 第５８巻第３号
り，軽減税率を設けない１０％ の消費税率で課税したケースとほぼ同額の税
収が得られることになる。ただ，食料品に軽減税率が適用されると，ジニ係
数が０．２２０７３３となり，税収がほぼ中立でも消費税の逆進性は緩和される。
それに対して，税収中立を考慮せずに，酒や外食を除いた食料品に８％ の
軽減税率が適用された場合，消費税の逆進性がいかに緩和されるのかを考え
てみよう。１０％ の消費税が課税されたケースと比べると，ジニ係数の値は
０．２２０８８７から０．２２０７０８まで小さくなるが，税収金額は２１４，４８３円まで減少
してしまう。したがって，実務的な煩雑さを除けば，標準税率１０．４６％ で軽
減税率８％ の逆進性緩和策を行った方が，失われる税収を減らしながら逆進
性は緩和されるものと思われる。
５．給付付き税額控除による消費税逆進性の緩和効果
給付付き税額控除には一律の定額給付を行う政策と低所得者層のみに限定
給付を行う政策の二種類があり，後者の方が格差是正効果は大きい７）。それ
ゆえ，納税者番号制度の導入は所得再分配政策を有効に行うことが可能とな
ろう。ただその一方で，問題となるのは給付を行うための財源である。先行
研究で考えられているのは，所得控除の廃止と消費税の標準税率を引き上げ
る政策である８）。ここでは後者のケースを考えて，一律給付による税額控除
と低所得者層のみに対する限定給付の逆進性緩和効果をジニ係数の計測に基
づき分析した。その分析結果は表５にまとめてある。
非課税品目を考慮して課税ベースを算出した後から１０％ の消費税を課税
した場合，消費税収は２２２，８３８円となり，ジニ係数は０．２２０８８７となる。こ
れに対して，食料品に８％ の軽減税率を適用して，消費税の逆進性を緩和さ
７）消費課税の逆進性対策だけでなく，勤労税額控除や児童税額控除等も含めて給付
付き税額控除には様々な種類がある。給付付き税額控除の類型を簡単にまとめた
ものとして，森信［２００８］の研究がある。また，鎌倉［２０１０］では海外諸国で既に導
入されている給付付き税額控除の特徴をまとめている。
８）所得控除廃止を財源として給付付き税額控除の効果を分析した研究例には，阿部
［２００８］，橋本［２０１０］，田代［２０１４a］等がある。消費税率の引き上げを財源にして
給付付き税額控除の効果を分析した研究例には橋本［２０１０］がある。
消費税の逆進性緩和策に関する分析 ４５
せた場合，税収は２１４，４８３円となり，ジニ係数は０．２２０７０８となった。した
がって，食料に軽減税率を適用することで，消費税の逆進性はジニ係数で測
ると，０．０００１７９（０．２２０８８７-０．２２０７０８）だけ緩和される。
また，消費税率の引き上げを９．６２５％ までに留めた場合，税収額は
２１４，４８２円となり，８％ の軽減税率を適用したケースとほぼ同額の税収を得
ることになる。消費税率の引き上げを１０％ ではなく，９．６２５％ のみに留め
ることは，各所得階層の負担する消費税率が０．３７５％ ポイントだけ減ったの
と等しい効果を持つ。したがって，一律の給付付き税額控除を行ったとして
も，消費税の逆進性を緩和させることが可能となる。
この場合，１０％ の消費税を課税した場合に計測されたジニ係数の値
０．２２０８０７と比べて，その値は０．２２０８３２まで小さくなっている。そのため，
一律の給付付き税額控除を行ったとしても消費税の逆進性は緩和される。た
だ，一律の給付付き税額控除はばら撒き型の定額給付金と同じ性格を持って
おり，批判を受ける可能性が高い。また，緩和される消費税率の度合いが
０．３７５％ ポイント小さいことから，食料品の軽減税率を適用された場合に計
測されたジニ係数０．２２０７０８と比べると，その値は０．２２０８３２と大きくなってい
る。それゆえ，消費税の逆進性緩和策としては，一律の給付付き税額控除よ
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ 消費税収 ジニ係数
１０％ 消費税負担率 ５．９６％ ６．１４％ ６．１７％ ６．２３％ ６．１３％ ５．９２％ ５．７４％ ５．９０％ ５．４９％ ５．４９％ ２２２８３８０．２２０８８７
将来的な消費税制度
による消費税負担率 ５．６８％ ５．８８％ ５．９１％ ５．９９％ ５．８９％ ５．７０％ ５．５１％ ５．６９％ ５．３０％ ５．３２％ ２１４４８３０．２２０７０８
全世帯への税額控除
の消費税負担率 ５．７３％ ５．９１％ ５．９４％ ６．００％ ５．９０％ ５．７０％ ５．５２％ ５．６８％ ５．２９％ ５．２９％ ２１４４８２０．２２０８３２
第Ⅰ分位のみの税額
控除の消費税負担率 ０．００％ ６．１９％ ６．２２％ ６．２９％ ６．１８％ ５．９８％ ５．７９％ ５．９５％ ５．５４％ ５．５４％ ２１４４７９０．２１７６６９
第Ⅱ分位までの税額
控除の消費税負担率 ０．００％ ０．００％ ６．６６％ ６．７３％ ６．６１％ ６．４０％ ６．１９％ ６．３７％ ５．９３％ ５．９３％ ２１４４８００．２１１３９５
第Ⅲ分位までの税額
控除の消費税負担率 ０．００％ ０．００％ ０．００％ ７．３１％ ７．１９％ ６．９５％ ６．７３％ ６．９２％ ６．４４％ ６．４４％ ２１４４８５０．２０９５２１
第Ⅳ分位までの税額
控除の消費税負担率 ０．００％ ０．００％ ０．００％ ０．００％ ８．０４％ ７．７８％ ７．５３％ ７．７４％ ７．２１％ ７．２１％ ２１４４８００．２０４６５５
第Ⅴ分位までの税額
控除の消費税負担率 ０．００％ ０．００％ ０．００％ ０．００％ ０．００％ ８．９０％ ８．６２％ ８．８７％ ８．２６％ ８．２５％ ２１４４８６０．１９９７４１
表５ 一律給付と限定給付による消費税の逆進性緩和効果
出所：総務省統計局編『家計調査年報（平成２６年）』より作成。
４６ 桃山学院大学経済経営論集 第５８巻第３号
り食料品に軽減税率を適用した方が，その緩和効果は大きいものと思われる。
では，消費税の逆進性緩和を一律ではなく，低所得者層にのみに限定した
給付を行った場合，所得格差はいかに是正されるであろうか。ある特定の低
所得者層のみに行う限定給付には納税者番号制度の導入が必要とされるもの
の，この制度が充実してくることで所得再分配政策は容易に行うことが可能
になる。
最初に低所得者層に対する限定給付を第Ⅰ所得分位から第Ⅴ所得分位ま
で，徐々に拡大させた場合，消費税の逆進性がいかに緩和されるかを考えて
みよう。また，消費税収額は食料品に８％ の軽減税率が適用されたケースと
同額にして，限定給付による逆進性緩和策をここでは分析する。第Ⅰ所得分
位が負担する消費税額のみを還付して逆進性を緩和させた場合，食料品に軽
減税率を適用したケースと同額の税収を得るには，標準税率を１０．０９１１％ ま
で引き上げなければならなかった。
これ以降，第Ⅱ分位から第Ⅴ分位まで，８％ の食料品に対する軽減税率を
適用したケースと税収中立を仮定させて，第Ⅱ分位から第Ⅴ分位まで拡大さ
せて限定給付を行った場合，標準税率を各 々１０．７９５％，１１．７２９％，
１３．１２４％，１５．０２８％ と徐々に引き上げなければならない。第Ⅱ所得分位ま
で限定給付を拡大させた場合，ジニ係数の値は０．２１１３９５まで小さくなり，
消費税の逆進性は一層緩和される。さらに限定給付を第Ⅲ分位から第Ⅴ分位
まで徐々に拡大させた場合，ジニ係数の値 は０．２０９５２１，０．２０４６５５，
０．１９９７４１という形で小さくなる。
このように低所得者層の限定給付を拡大させて，標準税率を徐々に引き上
げていく政策は高所得者層のみに重い税負担を被らせることが可能となり，
所得再分配効果が強まると考えられる。日本の社会保障制度において医療，
介護，年金は充実しているものの，低所得者層のみに限定給付を行うものは
生活保護しかない。したがって，「税と社会保障の一体改革」を積極的に進
めるには，低所得者層への限定給付を導入した方が良いと思われる。
消費税の逆進性緩和策に関する分析 ４７
６．おわりに
消費税は安定的に税収を確保するのに適しており，財政で今後求められる
役割は大きいであろう。ただその一方で，消費税率の引き上げに伴う逆進性
の問題は深刻なものとなろう。したがって，消費税の逆進性を計測する作業
と逆進性の緩和効果を分析するのは，必要不可欠であると思われる。その際
重要となるのは，消費税課税後の所得格差をいかなる指標で測るかであろ
う。
これまで消費税の逆進性に関する研究は林［１９９２］，林［１９９５］，跡田
［２０００］，八 塩・長 谷 川［２００８］，橋 本［２０１０］，田 代［２０１４ab］，本 間・跡 田
［１９８９］，静岡大学税制研究チーム［１９９０］，橋本［２０００］，上村［２００１］，朴
［２０１０］等を中心に盛んに行われてきた。先行研究の内容を大別すれば，平均
税率と限界税率の簡易比較による逆進性の計測とその緩和効果を測ったも
の，産業連関表に基づくマクロでの消費税負担を計測したもの及び，消費税
の価格転嫁を考慮するべく，需要関数の推計から各所得階層の消費税負担を
分析したもの等が考えられる。それに対して，本稿ではジニ係数の計測に基
づき，消費税の逆進性に関する度合いとその緩和効果を分析している。
本分析の結果をまとめると，以下の３点が挙げられよう。１．消費税導入
当初，医療や教育のみを非課税品目に含めることから高所得者に有利に働い
ており，非課税措置を考慮してもジニ係数の値は大きくなっていた。その後
平成３年家賃地代を非課税品目に含めるようになると，ジニ係数の値は小さ
くなっており，非課税措置は逆進性を緩和させる形で働いている。２．食料
品に８％ の軽減税率を適用する場合，税収中立を考慮した方が失われる税収
を少なくしながら，逆進性を緩和させることが出来る。具体的には，１０％
の消費税収と税収中立を考慮して，食料品に８％ の軽減税率を適用して標準
税率を引き上げたケースと税収が減少する軽減税率政策を比較すると，前者
のジニ係数は０．２２０８７７から０．２２０７３３まで低下していた。この値は税収が大
幅に減少した軽減税率政策で計測されたジニ係数０．２２０７０８とほぼ同じであ
る。３．税収中立を考慮しながら，８％ の軽減税率を食料品に適用したケー
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スと比べると，一律の給付付き税額控除は給付額が少ないことから，ジニ係
数の変化が小さく逆進性緩和効果が弱い。それに対して，低所得者層に対す
る限定給付はジニ係数をかなり小さくするため，消費税の逆進性緩和に有効
である。また，その緩和効果も給付させる世帯を徐々に拡大させた方がより
好ましい。
以上の分析結果から若干の政策提言を行うとすれば，納税者番号制度の普
及が伴う状況において，低所得者層に対する限定給付は所得格差を是正させ
る政策として極めて有効であると考えられる。将来的な消費税率の引き上げ
とそれに伴う逆進性の緩和を積極的に推し進めるには，高所得者層にも便益
が及ぶ軽減税率の適用より低所得者層への限定給付を行うべきである。ただ，
本分析結果にも幾つかの課題を抱えているのも事実である。すなわち，ここ
での結果を一般化させるためには，分析対象となる世帯を増やさなければな
らない。より精緻な分析結果を行うには，個票データを利用したジニ係数の
計測が望ましい。日本の場合，個票データの入手が難しいことから，消費税
の逆進性に関する計測とその緩和効果を分析するには難しい状況にある。
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The Method for Mitigating Regressivity of
Consumption Tax
Basing on the Estimation of Gini Coefficient
TASHIRO Masayuki
Abstract
The consumption tax is suitable to collect tax revenue stably. Therefore,
the expectation for the consumption tax will be big with public financial
aspect. On the other hand, the regressivity of consumption tax burden will
become serious. It is important that how we make the index of income gap
after consumption taxation. This paper analyzes the degree of regressivity
with bearing consumption tax burden and the method for mitigating
regressivity of consumption tax.
Consequently, it could not mitigate regressivity of consumption tax with
non-taxation system of consumption tax containing medical care and
education, and the value of Gini efficient with it is bigger than the case
without it. Moreover, it can mitigate regressivity of consumption tax by the
method to evenly balance the revenue of consumption tax of 10% and tax
system with reducing tax rate for the food. Because the value of Gini
efficient with it is smaller. Finally, the limited payment for the low-income
person is effective to mitigate regressivity of consumption tax through
decrease the value of Gini efficient.
５２ 桃山学院大学経済経営論集 第５８巻第３号
